
 

 

 

 

 

 

第９期（令和 6年度～令和 8年度） 

益田市高齢者福祉計画・益田市介護保険事業計画 

進捗状況【令和 6年度前期・後期】 

 

 

 

○サービス見込量の進捗管理のための作業シート 

○取組と目標に対する自己評価シート 

基本施策 1 

1 高齢者の健康維持・社会参加の促進 

2 自立支援、介護予防・重度化防止の推進 

基本施策 2 

1 高齢者の在宅生活を支える取組の推進 

2 高齢者の移動支援の推進 

3 高齢者の安定した住まいの確保に係る取組の推進 

4 地域共生社会の実現をめざした取組の推進 

基本施策 3 

1 地域包括支援センターの機能強化と地域ケア会議の充実 

2 日常生活を支援する体制の整備 

3 在宅医療・介護連携の推進 

4 認知症施策の推進 

5 高齢者の権利擁護の推進 

基本施策 4 

1 サービスの質の向上及び給付適正化に向けた取組 

2 介護人材の確保及び介護事業の効率化に向けた取組 

3 災害や感染症対策に係る体制の整備 
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年

Ｓｔｅｐ１．認定率の比較（計画値―実績値）

※認定率＝認定者数÷第１号被保険者数

Ｓｔｅｐ２．受給率の比較（計画値―実績値）

※受給率＝サービス別利用者数÷第１号被保険者数

介護医療院 0.41% 0.41%       ー

介護療養型医療施設 0.00% 0.00%       ー

介護老人福祉施設 1.91% 1.91%       ー

介護予防・居宅介護支援 9.00% 9.15% ▲0.15%

施
設
サ
ー
ビ
ス

介護老人保健施設 0.86% 0.77% 0.09%

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス

地域密着型通所介護 1.56% 1.73% ▲0.17%

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0.34% 0.34%       ー

看護小規模多機能型居宅介護 0.10% 0.12% ▲0.02%

小規模多機能型居宅介護 0.60% 0.55% 0.05%

認知症対応型共同生活介護 0.88% 0.88%       ー

夜間対応型訪問介護 0.00% 0.00%       ー

特定施設入居者生活介護 1.21% 1.25% ▲0.04%

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0.24% 0.27% ▲0.03%

0.41% 0.24% 0.17%

認知症対応型通所介護 0.03% 0.00% 0.03%

地域密着型特定施設入居者生活介護 0.11% 0.12% ▲0.01%

0.02%

居宅療養管理指導 1.76% 2.21% ▲0.45%

福祉用具貸与 6.36% 6.79% ▲0.43%

通所リハビリテーション 1.65% 1.57% 0.08%

短期入所生活介護 1.26% 1.32% ▲0.06%

短期入所療養介護

訪問看護 0.74% 0.88% ▲0.14%

居
宅
サ
ー
ビ
ス

訪問介護 1.39% 1.32% 0.07%

訪問入浴介護 0.13% 0.09% 0.04%

通所介護 3.38% 3.20% 0.18%

訪問リハビリテーション 0.25% 0.23%

後期高齢者 33.4% 32.58% 0.81% 認定者数：3,293人（計画値）　3,219人（実績値）

サービス名 計画値 実績値 差異 差異について考えられる要因やその確認方法

年齢段階 計画値 実績値 差異 差異について考えられる要因やその確認方法

前期高齢者 3.78% 3.99% -0.21% 認定者数：275人（計画値）　287人（実績値）

サービス見込量の進捗管理のための作業シート

計画値： 令和 6 年度 実績値： 令和 6 11 月末



3 

 

Ｓｔｅｐ３．受給者１人あたり給付費の比較（計画値―実績値）

※受給者１人あたり給付費＝サービス別給付費÷サービス別利用者数

Ｓｔｅｐ４．サービス提供体制に関する現状と課題

【現状】

・受給率では計画値と比べると訪問看護、居宅療養管理指導や福祉用具貸与、短期入所生活介護、特定施設入居者生活介

護の受給率が上回っているのに対し、通所介護、通所リハビリテーションの受給率が下がっている。

・計画値と実績値の値は、大きな差異はない。

【課題】

・団塊の世代が75歳をむかえ、後期高齢者が増加している。高齢者の独居や高齢夫婦世帯は介護保険を利用する可能性が

高いと考えられる。住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けるために、フレイル予防や在宅生活の支援体制充実にむけた

取り組みが必要。

介護療養型医療施設 0 0       ー

介護予防・居宅介護支援 11,608 11,754 ▲146

介護医療院 344,456 373,428 ▲28,972

施
設
サ
ー
ビ
ス

介護老人福祉施設 281,678 292,559 ▲10,881

介護老人保健施設 273,192 289,812 ▲16,620

看護小規模多機能型居宅介護 226,343 202,359 23,984

地域密着型通所介護 72,224 70,236 1,988

小規模多機能型居宅介護 171,766 168,603 3,163

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 302,343 318,088 ▲15,745

地域密着型特定施設入居者生活介護 211,579 220,032 ▲8,453

夜間対応型訪問介護 0 200,278 ▲200,278 他市の利用者あり

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 135,415 117,191 18,224

認知症対応型通所介護 57,500 0 57,500

認知症対応型共同生活介護 262,017 268,319 ▲6,302

▲6,731

福祉用具貸与 11,841 12,437 ▲596

通所介護 89,286 94,202 ▲4,916

短期入所療養介護 90,655 95,439 ▲4,784

短期入所生活介護 70,317 72,204 ▲1,887

居宅療養管理指導 7,499 8,050 ▲551

訪問看護 36,239 42,942 ▲6,703

訪問リハビリテーション 25,628 28,027 ▲2,399

訪問入浴介護 49,319 59,596 ▲10,277

サービス名 計画値 実績値 差異 差異について考えられる要因やその確認方法

居
宅
サ
ー
ビ
ス

訪問介護 55,423 59,291 ▲3,868

通所リハビリテーション 48,656 53,146 ▲4,490

特定施設入居者生活介護 189,651 196,382

単位：円



高齢者の健康維持・社会参加の促進 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

タイトル： 

  
基本施策１ 自立生活につながる健康づくり・生きがいづくり 

１ 高齢者の健康維持・社会参加の促進（Ｐ52） 

 

  
 

 現状と課題  

 【現状】 

 健康づくりや社会との関わりにより、高齢者の暮らしが充実することが重要であるが、地

域によっては、集いの場の担い手不足による活動継続の困難さや、参加者が固定化してい

る状況がある。 

【課題】 

 健康意識の向上のため、様々な理由により活動に参加しない人や参加できなくなった人に

アプローチしていくことが必要。 

 閉じこもりを防ぎ、フレイルや要介護状態となることを予防するため、高齢者が役割を持

って社会参加できる場所づくりに取り組むことが必要。 

 

 

   

 第９期における具体的な取組  

 
① 健康づくり市民運動推進事業（健康ますだ市 21）：健康づくりの会で、各地域の特性を活

かした健康づくりを行う。健康ますだ市 21 推進協議会の専門部会と連携し、事業を推進す

る。 

② 健康相談・健康教室：各地域の特性を踏まえ、身近な場所で介護予防のための健康相談、

健康教室を実施する。 

③ 高齢者食生活改善推進事業：健康教室等で、会食や一皿運動を通じ、バランスよく食べる

方法や食材の活用方法等を伝え、食生活に対する意識向上、介護予防のための食事の普及

を推進する。 

④ シルバーふれあいサロン：高齢者が活動できる場所の確保、介護予防教室（TAKE10!）等

を推進する。 

 

 

   

 目標（事業内容、指標等）  

 

 

 

 

 健康ますだ市 21 推進協議会活動開催 

 地域での健康相談、健康教室開催 

 食生活に対する意識啓発、介護予防のための食事の普及 

 シルバーふれあいサロンの介護予防教室の開催等 

 

   

 目標の評価方法  

 ●時点 
☑中間見直しあり 
□実績評価のみ 

●評価の方法 

 

 

 

 各活動の開催、実施  

   



高齢者の健康維持・社会参加の促進 
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取組と目標に対する自己評価シート 

年度： 
  
令和 6年度（2024 年度）  
  

 
前期・後期（中間見直し） 

 実施内容（2 月末現在）  

  健康ますだ市 21 推進協議会活動 

役員会：3 回 21 名、総会：1 回 31 名、健康づくり推進員研修会 3 回 144 名、フェスティ

バル：1 回 250 名、健康づくり連絡会：1 回 66 名、活動報告会：1 回 66 名 

 地域での健康相談：64 回、延 1,123 人、地域での健康教室：438 回、延 6,977 人 

 益田市食生活改善推進協議会 

・協議会活動（総会：67 人参加／役員会理事会：5 回、料理教室 8 回 87 人参加／がん検診

時における減塩活動；4 回、170 人へ啓発） 

・地区活動（14 地区：日本食生活協会委託事業：1 地区、20 人／国庫補助事業：2 地区、

49 人、島根県委託事業：20 回、955 人 等） 

 シルバーふれあいサロン：10,520 人来所、介護護予防教室 週 4 回開催（186 回、2,560 人

参加） 

 

   

 自己評価結果【 △ 】  

  地域において高齢者の交流や社会参加の機会をつくり、参加者同士の交流や親睦を深める

ことができたが、参加者が固定化している状況がある。 

 

   

 課題と対応策  

 【課題】 

 様々な理由により活動へ参加できない人、しない人も含め、健康意識を高める取組が必要。 

 健康教室参加者の固定化が見られる。 

 参加者の高齢化等による参加者数や会員数の減少により、活動の維持・継続が困難となっ

ている団体や地区等がある。 

【対応策】 

 各活動において、市の健康課題（低栄養など）を伝え、様々な場面で健康づくりの大切さ

を啓発する。 

 地域イベントに合わせた健康教室等を実施し、参加しやすい内容にするとともに、周知方

法を工夫する。 

 地域の特性にあった活動の支援や、新会員育成、会員の研修会の充実を図り、組織育成の

強化に努める。 

 

 

 



自立支援、介護予防・重度化防止の推進 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

タイトル： 

  
基本施策１ 自立生活につながる健康づくり・生きがいづくり 

２ 自立支援、介護予防・重度化防止の推進（Ｐ53） 

 

  
 

 現状と課題  

 【現状】 

 平成２９年度から介護予防・日常生活支援総合事業を導入している。多様なサービスは、

令和 5 年度末時点で、訪問型サービスでは、サービス・活動 C が 1 団体、D が 2 団体、通

所型サービスでは、サービス・活動 B が 1 団体、C が 2 団体の実施団体が立ち上がってい

る。 

 フレイルスクリーニングシステムを導入し、通いの場等の参加者を中心にフレイル度チェ

ックを実施し、フレイル状態の早期発見に努めている。 

 令和 5 年度から、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業を実施している。 

骨折の入院医療費が多い現状から、百歳体操実施団体にリハビリ専門職が介入している。 

75 歳以上の後期高齢者の中には、健診未受診であり、かつ医療・介護サービスにつながっ

ていない健康状態不明者が一定数いることから、令和 6 年度から健康状態不明者へのアウ

トリーチ支援を実施する。 

【課題】 

 多様なサービスの利用実績が少なく、事業対象者、要支援 1・2 の多くが従前相当型サービ

スを利用している。 

 通いの場に参加している高齢者の約半数が、フレイルまたはプレフレイルである。 

 75 歳以上の後期高齢者に、現状把握ができていない健康状態不明者が 1.4％いる。 

 

 

   

 第９期における具体的な取組  

 ① 介護予防・日常生活支援総合事業における多様なサービスの見直し。 

② 自立支援を目指す介護予防ケアマネジメントの実施と、地域課題の抽出を目的とした地域 

  ケア個別会議の継続的な実施。 

③ フレイルの早期発見予防のために、通いの場等でフレイル度チェックを実施。 

④ 健康状態不明者に対するフレイル度チェック、判定結果等に応じて訪問による状況確認や 

フレイル予防の啓発、必要なサービスへの接続を行う。 

 

   

 目標（事業内容、指標等）  

  要支援・要介護認定率：20.7％   

 65 歳平均自立期間：男性 18.74 年、女性 21.91 年 

 運動器機能の低下している高齢者の割合：10.0％ 

 口腔機能が低下している高齢者の割合 ：15.0％ 

 生きがいのある人の割合：65.0％ 

 通いの場の箇所数：120 か所 

 

   



自立支援、介護予防・重度化防止の推進 
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 目標の評価方法  

 ●時点 

☑中間見直しあり 

□実績評価のみ 

●評価の方法 

 

  介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（令和 7 年度実施分）の調査結果の確認 

 フレイル度チェックの集計結果の確認 

 百歳体操実施団体数、認知症カフェ数、高齢者サロン数 

 

   
 
  



自立支援、介護予防・重度化防止の推進 
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取組と目標に対する自己評価シート 

年度： 
  
令和 6年度（2024 年度）  
  

 
前期・後期（中間見直し） 

 実施内容  

  総合事業における多様なサービスについては、令和 6 年 8 月の国の制度改正に伴い、訪問

型サービス・活動 D の見直しを検討している。利用状況：訪問型サービス・活動 D（実人

数 6 名）、通所型サービス・活動 B（9 回） 

 地域ケア個別会議 新規検討事例数（6 事例） 

 いきいき百歳体操の場、美都圏域もっと・ずっと・元気に暮らそうツアー等でタブレット

を活用したフレイル度チェックを行い、フレイル状態の把握、フレイル予防の啓発を行な

った。（56 団体、588 名） 

 百歳体操実施団体に、理学療法士や作業療法士が介入し、正しい体操の仕方の指導、転倒・

骨折予防の話を実施した。（14 団体、155 名） 

 健康状態不明者に対して、33 項目の質問票を送付（送付該当者 102 名）した。うち返信が

あった方 42 名に対して結果を返送。うち判定結果がフレイル（疑）の 8 名、未返信者 60

名に対して訪問実施。（未返信者訪問 訪問済 21 名、未訪問 39 名）   

 

   

 自己評価結果【 △ 】  

  訪問型サービス・活動 D と通所型サービス・活動 B、昨年から引き続いての利用があった

が、短期集中予防サービスの利用がなかった。 

 フレイル度チェックによるフレイルに関する意識啓発を行うことができた。 

 今年度から新たに健康状態不明者へのアウトリーチ支援を開始し、未返信者訪問では、再

訪問が必要なケースが数件あり、個別支援につながった。 

 

   

 課題と対応策  

 【課題】 

 地域ケア個別会議で取り上げる事例の選定等見直しが必要である。 

 健康状態不明者の未返信者訪問後の、地域包括支援センターや民生委員等との情報共有が

できていない。 

 

【対応策】 

 訪問型サービス・活動 D の見直し検討に合わせ、その他の多様なサービスや、地域ケア個

別会議のあり方も見直す必要がある。 

 介護予防と保健事業の一体的実施事業の事業説明を、地域包括支援センターや民生委員等

の関係者に行い、情報共有しやすいように体制を整備する。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

タイトル： 

  
基本施策２ 高齢者が安心して暮らすための生活支援 

１ 高齢者の在宅生活を支える取組の推進（Ｐ57） 

 

  
 

 現状と課題  

 【現状】 

 日常生活に不安のある高齢者世帯に対しては、緊急時の通報などに随時対応できる安心見

守りネットワーク体制を構築している。 

 配食サービスや軽度生活援助サービス等を実施し、在宅生活への支援を図っている。 

 単身または夫婦のみの高齢者世帯の増加により、見守りや安否確認、外出支援、家事支援

などの必要性が増加している。 

【課題】 

 今後、単身又は高齢者のみの世帯の増加に伴い、安心見守りネットワーク事業を必要とす

る人の増加が見込まれるが、民生委員・児童委員の不在地区や、協力員確保に苦慮するケ

ースがある。 

 地域の実情に応じた高齢者の生活支援や見守り体制の充実を図る必要がある。 

 

   

 第９期における具体的な取組  

 ① 安心見守りネットワーク事業（緊急通報装置貸与）：緊急通報装置を貸与し、緊急時の連絡

体制確立を図る。定期的な安否確認の電話、生活上の相談対応を行う。 

② 緊急時駆けつけサービス利用支援事業：民間警備会社の提供する駆けつけサービスの導入

費用を一部助成することで、高齢者の見守りサービスの拡充を図る。 

③ 第１層、第２層に生活支援コーディネーターを配置し、住民ニーズの把握とニーズに応じた

社会資源のマッチングや開発を行う。 

④ 第１層、第２層生活支援コーディネーターは、誰もが安心して生活できる地域づくりやネッ

トワークづくりについて、住民団体や民間企業、その他関係者とともに検討する協議体を運

営する。 

 

   

 目標（事業内容、指標等）  

  安心見守りネットワーク事業（緊急通報装置貸与）新規利用者数：目標 60 人 

 支援を必要としている人と適切なサービスが結び付くようにする。 

 各事業について周知を行う。 

 第１層、第２層協議体の開催、地域包括ケアシステムに関する会議への出席 

指標：第１層、第２層協議体の開催回数（各圏域年１回以上） 

  地域包括ケアシステムに関する会議への出席（各圏域の合計年間 45 回以上） 

 SC 連絡会の開催  指標：SC 連絡会の開催（毎月） 

 ちえぶくろの見直し 指標：ちえぶくろ掲載内容の検討状況の確認 
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 目標の評価方法  

 ●時点 

☑中間見直しあり 

□実績評価のみ 

●評価の方法 

 

  緊急通報装置新規利用者数：60 人 

 各サービスの利用件数 

 高齢者の生活支援のためのちえぶくろの作成と関係する企業や団体への働きかけた内容、

第 1 層・第 2 層協議体の開催回数 

 第 1 層・第 2 層生活支援コーディネーターの地域包括ケアシステムに関する会議出席回数 
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取組と目標に対する自己評価シート 

年度： 
  
令和 6年度（2024 年度）  
  

 
前期・後期（中間見直し） 

 実施内容（R7.1 月末時点）  

  安心見守りネットワーク事業（緊急通報装置貸与） 

緊急通報装置設置台数：576 件（新規 71 件） 

  救急車要請：53 件、相談：493 件、委託業者からの安否確認：5,705 件 

  周知・広報：R6.4 月 民生委員会長会  R6.7 月 地区サロン 

 緊急時駆けつけサービス利用支援事業 利用助成：18 件 

  周知・広報：R6.6 月 広報ますだ 6 月号 R6.8 月 ひとまろビジョン 

 配食サービス  

益田地域：ごはん付 3,105 食、おかずのみ 3,640 食  

美都地域：264 食  匹見地域：188 食 

 軽度生活援助サービス：実人員 14 名、延べ利用時間 106 時間 

 寝具類洗濯乾燥消毒サービス：実人員 1 名、延べ 4 枚利用 

 訪問理容サービス：実人員 1 名、延べ 1 回利用 

 入所託老サービス：実人員 1 名、延べ 5 日利用 

 通所託老サービス：実人員 2 名、延べ 12 日利用 

 SC 連絡会は毎月開催を行っており、行政からも毎月出席している。 

 各圏域の第 2 層協議体が開催され、地域の課題解決に向けた情報交換や検討が行われてい

る。 

 

 

   

 自己評価結果【 ○ 】  

  安心見守りネットワーク事業（緊急通報装置貸与）に加え、今年度より実施している緊急

時駆けつけサービス利用支援事業により、高齢者の在宅生活を支える仕組みの拡充を図る

ことができた。 

 ケアマネ連絡会などでサービス内容を周知し、必要な方へサービスがつながった。 

 各圏域における社会資源の把握にとどまっており、地域課題の抽出や高齢者の生活支援に

必要な社会資源の開発に向けた検討が必要。 

 

   

 課題と対応策  

 【課題】 

 協力できる親族が不在である場合や、民生委員・児童委員の不在地区がある等の理由によ

り、協力員の確保が困難なケースがある。また、事業を知らない方もいる。 

 地域によっては、サービスの提供体制が困難になっている。 

 圏域によって生活支援コーディネーターの活動に差があり、第 1 層生活支援コーディネー

ターによるバックアップが必要。 

【対応策】 

 安心見守りネットワーク事業とともに、令和 6 年度より開始した益田市緊急時駆けつけサ
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ービスにより、在宅生活を支える体制を整備する。また、市広報等を活用した事業の普及

啓発に努める。 

 事業所連絡会・ケアマネ連絡会で各事業について説明し、事業内容を再度確認するととも

に周知を行う。 

 新たな委託先事業者の検討が必要 

 SC 連絡会の継続開催により、各圏域の現状把握を的確に行うことや、第 2 層生活支援コー

ディネーターの活動を支援するための検討を行う。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

タイトル： 

  
基本施策２ 高齢者が安心して暮らすための生活支援 

２ 高齢者の移動支援の推進（Ｐ59） 

 

  
 

 現状と課題  

 【現状】 

 今後、自家用車を運転することが困難になる高齢者の増加、若者世代と同居する世帯の減

少等により、移動手段の確保がますます必要となってくることが予想される。 

【課題】 

 地域の交通状況や移動に関する課題について、関係部署や関係機関等と連携し、超高齢者

社会に即した移動支援を検討する必要がある。 

 買い物・集いの場などへの移動支援についても求められている現状がある。 

 

 

   

 第９期における具体的な取組  

 ① 福祉バス（匹見地域）・過疎バス（匹見地域）：交通空白・不便地域において、市の所有す

るバスの有償運行を行う。 

② 乗合タクシー：交通空白・不便地域において、タクシー業者に業務委託を行い、有償の乗

合タクシーを運行する。 

③ 福祉タクシー利用料助成（匹見地域）：通院等のためタクシーを利用する 70 歳以上の高齢

者・重度身体障がい者等に対して福祉タクシー利用券を交付し、住民の福祉向上、社会参

加促進を図る。 

④ 自治会輸送活動（都茂・二川地区）：市から自治会等に車を無償貸与し、地区自治会等によ

る地区内の有償運行を行う。 

⑤ 訪問型サービス・活動 D：従来のサービス内容の見直し 

 

 

   

 目標（事業内容、指標等）  

  住民の移動ニーズに即した移動支援（訪問型サービス・活動 D）等を検討する。 

 関係部署、関係機関等と連携を図る。 

 

   

 目標の評価方法  

 ●時点 

☑中間見直しあり 

□実績評価のみ 

●評価の方法 

 

  各事業の申請者数、利用者数等 
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取組と目標に対する自己評価シート 

年度： 
  
令和 6年度（2024 年度）  
  

 
前期・後期（中間見直し） 

 実施内容  

  福祉バス・過疎バス：過疎バス 215 人、福祉バス 2 人（R7.1 月末時点） 

 乗合タクシー 

益田地域：乗合タクシー15 路線、利用者数 3,613 人（R7.1 月末時点） 

美都地域：運行回数 32 回（R7.2 月末時点） 

 福祉タクシー利用料助成：申請者数 58 人、延べ人数 708 人（R7.1 月末時点） 

 自治会輸送活動（R7.2 月末時点） 

都茂：運行回数 503 回、運行距離 3,111 ㎞、利用者数 541 人 

二川：運行回数 77 回、運行距離 588 ㎞、利用者数 130 人 

 訪問型サービス・活動 D：実施事業者数 2 団体 

 

   

 自己評価結果【 △ 】  

  事業の利用状況や住民の多様なニーズを把握し、関係機関と連携しながら事業の見直し等

を検討する必要がある。 

 

   

 課題と対応策  

 【課題】 

 委託先運転手の高齢化や資格が必要である等、運転手確保が困難な事業もある。 

 利用者の多様な移動ニーズに合った交通体系の見直しや、地域や関係機関と連携し対策を

検討する必要がある。 

 人口減少等に伴い、利用者数が減少している事業もある。 

 バス車両の計画的な更新も検討する必要がある。 

 通院以外への移動を必要としている方への支援を検討する必要がある。 

 

【対応策】 

 パンフレット等で各事業の利用方法を周知する。 

 利用状況や利用者及び運営組織と課題等の共有を行う。 

 利用状況や利用者の移動ニーズを把握し、新たな取組を検討する。 

 訪問型サービス・活動 D の見直し（再掲） 

 

 

   
 

 



高齢者の安定した住まいの確保に係る取組の推進 

16 

取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

タイトル： 

  
基本施策２ 高齢者が安心して暮らすための生活支援 

３ 高齢者の安定した住まいの確保に係る取組の推進（Ｐ60） 

 

  
 

 現状と課題  

 【現状】 

 高齢化の進行や、高齢者の抱える生活課題の変化等により、今後、住み慣れた自宅や地域

での生活から、様々な理由で住み替えを検討する必要がある高齢者の増加が見込まれる。 

 養護老人ホーム入所後に施設での対応が困難となった人が、特別養護老人ホーム等の待機

状況や身元保証人等の不在などにより、適切な施設等への住み替えが進まないことがある。 

【課題】 

 養護老人ホームでは、申込みから入所までに数年を要する状況がある。 

 判断能力に低下が見られる高齢者の法律行為や身寄りのない人の契約保障等、権利擁護の

視点からの支援に加え、経済的理由により住居の確保が困難な高齢者に対する支援が必要。 

 

 

   

 第９期における具体的な取組  

 

 

 

 

① 公営住宅、シルバーハウジング、生活支援ハウス、養護老人ホームなどの施設の周知、適切

な入所につなげる。 

② 住まいに困っている高齢者への支援を行う。 

 

   

 目標（事業内容、指標等）  

  益田市高齢者福祉サービスガイド「ちえぶくろ」の更新、内容の工夫 

 養護老人ホーム入所判定委員会の開催（6 回／年） 

 養護老人ホーム入所措置の適正な運用 

 社会福祉協議会等関係機関との連携を図る 

 シルバーハウジング、生活支援ハウス、養護老人ホーム等の各施設の周知 

 

 

   

 目標の評価方法  

 ●時点 

☑中間見直しあり 

□実績評価のみ 

●評価の方法 

 

  「ちえぶくろ」の記載内容の見直し、更新 

 養護老人ホーム入所判定員会の開催状況 

 各施設へ適切な時期に遅滞なく入所できること 

 各施設の入所者数、利用者数等 
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取組と目標に対する自己評価シート 

年度： 
  
令和 6年度（2024 年度）  
  

 
前期・後期（中間見直し） 

 実施内容  

  高齢者福祉サービスガイド「ちえぶくろ」の更新 2 回（施設等の修正・追加） 

 養護老人ホーム 

・入所判定委員会の開催 5 回開催済（3 月開催予定あり） 

 ・入所（R7.2 月末） 【清月の里】74 人 【春日荘】47 人 【その他】5 人 

 生活支援ハウスへの入居（R7.2 月末） 

【七尾苑】10 人/10 部屋 【ふれあいの園】８人/10 部屋 

 シルバーハウジングへの入居（R7.2 月末） 

【県営久城団地】 6 人/8 部屋 【市営須子団地】32 人/36 部屋 

 

 

   

 自己評価結果【 ○ 】  

  身元保証人が不在により施設の受け入れ先がなく、長期入院となっている方が、関係機関

と連携し対応したことにより、居所の確保につながった。 

 養護老人ホーム入所後に、身体状態の低下等により養護老人ホームでの対応が困難となっ

た場合、他施設等への移動が進まない状況がある。 

 

   

 課題と対応策  

 【課題】 

 施設の待機状況や身元保証人等の不在などにより、適切な居住サービスの利用につながら

ないことがある。 

 加齢や疾病等に起因する ADL の低下、認知症の進行等により、入所時の要件を満たせなく

なるケースや金銭管理が困難になるケースがある。 

【対応策】 

 法律行為等の支援の必要な人に対し、成年後見制度の活用等の検討を図る。 

 各施設入所後においても、施設や入院先医療機関等との密な連携に努め、継続的に適切な

保健・医療・福祉サービスへのつなぎ等に取り組む。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

タイトル： 

  
基本施策２ 高齢者が安心して暮らすための生活支援 

４ 地域共生社会の実現をめざした取組の推進（Ｐ61） 

 

  
 

 現状と課題  

 【現状】 

 単身又は高齢者のみの世帯や、認知症高齢者の増加等が予測されている。 

 少子高齢化の中、人口減少も進行し、今後、より一層高齢者のニーズも多様化・複合化す

ることが想定されている。 

 複雑化・複合化した課題を抱えた世帯の増加により、既存の制度や仕組みでは十分な支援

に至らない現状がある。 

【課題】 

 住民同士の交流や社会参加の促進等を通じ、誰もが住み慣れた地域で自分らしく暮らせる

社会をめざす必要がある。 

 分野を横断した包括的な支援体制を構築する必要がある。 

 

   

 第９期における具体的な取組  

 ① 世代間交流：高齢者との交流を通じ、文化を継承する。 

② 福祉教育の推進：地域の様々な人との関わり多様な生き方にふれ、思いやりの心を育む福祉

教育を推進する。関係者の協働により、地域ぐるみの福祉教育や福祉活動の充実を図る。 

③ 重層的支援体制整備事業：複合的な課題を抱えた世帯に対する支援のあり方について、分野

横断的な検討ができる場を設置する。 

 

 

   

 目標（事業内容、指標等）  

  地域における住民同士の交流や社会参加の機会の充実を図る。 

 地域における福祉教育や福祉活動の充実を図る。 

 多機関協働により、様々な生活課題に対応できるよう、包括的な支援体制の整備を進める。 

 「ひとまる会議」の開催によるケース検討  

指標：ひとまる会議開催回数 

 

   

 目標の評価方法  

 ●時点 

☑中間見直しあり 

□実績評価のみ 

●評価の方法 

 

  各活動の開催状況、参加人数等 

 ひとまる会議開催 
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取組と目標に対する自己評価シート 

年度： 
  
令和 6年度（2024 年度）  
  

 
前期・後期（中間見直し） 

 実施内容  

  各公民館活動などにおける多世代が関わる学習などの事業を実施 

 サマーボランティアスクールの実施 

 全中学校において、高齢者福祉施設や保育園での職場体験を実施 

 重層的支援体制整備事業に関する研修会の実施、複合的な課題を抱えた世帯に対し、多機

関協働による支援を実施 

 ひとまる会議の開催により、複合的な課題を抱えた世帯に対する支援方針の検討を行って

いる。 

 

 

   

 自己評価結果【 △ 】  

  複合的な課題を抱えた世帯に対する支援について、支援を拒否する世帯への働きかけの困

難さがある。 

 

 

   

 課題と対応策  

 【課題】 

 活動団体の会員等の高齢化により、担い手が不足している。 

 世代間交流事業の開催が少ない。 

 制度や分野を超えた支援の提供について、関係機関が協働できる仕組づくりが必要。 

【対応策】 

 高齢者の学習活動の参加者に参画・講師等をしてもらうような世代間交流事業の実施に向

け各公民館に協力を依頼する。 

 福祉教育に関する情報提供を充実させる。 

 関係機関が連携し、住民が交流し社会参加できる場をつくることや、地域における居場所

づくりに取り組む。 

 支援関係機関同士のネットワーク強化に向けた意見交換の場や研鑽の場を設ける。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

タイトル： 

  
基本施策３ 高齢者が安心して暮らすための生活支援 

１ 地域包括支援センターの機能強化と地域ケア会議の充実（Ｐ62） 

 

  
 

 現状と課題  

 【現状】 

 ５圏域全てに１か所ずつ地域包括支援センターを設置している。 

 地域ケア会議は自立支援に向けた検討の場や地域課題の抽出の場、政策形成の場など目的

に応じた会議体を設けている。 

【課題】 

１．地域包括支援センターの機能強化について 

 単身又は高齢者のみの世帯の増加に加え、複合的な課題を抱える世帯が増加したことによ

り相談が複雑多様化し、長期的な支援が必要であることが多く、センター業務が増加して

いる。 

 委託型地域包括支援センターの資質向上およびその機能強化 

２．地域ケア会議の推進 

 地域包括ケアシステム充実のための、地域ケア推進会議および関連会議との連動性の確保

を行うことが必要。 

 

   

 第９期における具体的な取組  

 １．地域包括支援センターの機能強化 

1）委託型地域包括支援センターの設置と行政による支援 

 各地域包括支援センターの調整および運営上の課題解決への支援を行う。 

２）地域包括支援センター連絡会の開催 

  定期的に委託型地域包括支援センター間の調整および行政との連携を深めることを目的 

に会議を開催する。 

３）介護保険運営協議会（地域包括支援センター運営協議会）の開催 

  委託した各地域包括支援センターが、公平、中立に事業を実施できるよう、適切な運営に 

向けた検討や課題を協議していくことを目的に開催する。 

 

２．地域ケア会議の推進 

「益田市地域ケア推進会議」（政策形成の場である実施主体は、市）、「圏域地域ケア会議」（実

施主体は、地域包括支援センター）、「地域ケア個別会議」（自立支援型ケアマネジメントの支

援として実施主体は市）を開催し、日常生活圏域における課題解決や地域包括ケアシステム

充実に向けた検討を行う。 
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 目標（事業内容、指標等）  

 地域包括支援センターの機能について 

 委託した地域包括支援センターの円滑な事業実施および公平中立な事業運営を行う。 

 市と委託包括支援センターとの連携、調整等の支援の強化をはかる。 

地域ケア会議の推進 

 各圏域地域ケア会議を開催し、各日常生活圏域の地域課題の把握を行う。 

 政策形成に結びつける事の出来る益田市地域ケア推進会議の開催を行う。 

 地域ケア個別会議を通し、高齢者の自立支援に向けた検討を行う。 

 

   

 目標の評価方法  

 ●時点 

☑中間見直しあり 

□実績評価のみ 

●評価の方法 

 

 １．地域包括支援センターの機能について 

 委託した地域包括支援センターの事業についての事業評価を下記のとおり行う。 

①各年度の事業計画に基づく、事業実績の報告 

②委託事業についての事業評価（県、国の評価指標活用） 

 市と委託包括との連携、調整等については、地域包括支援センター連絡会を定期的に開催

する。 

２．地域ケア会議の推進 

 益田市地域ケア推進会議 

 地域課題の整理および政策形成に向けた検討内容 

 圏域地域ケア会議 

 各圏域の社会資源ネットワークとの連携状況、頻度、内容 

 圏域の地域課題 

 地域ケア個別会議。 

 開催状況、頻度、内容や事例のモニタリングを通した各事例検討の振り返り 
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取組と目標に対する自己評価シート 

年度： 
  
令和 6年度（2024 年度）  
  

 
前期・後期（中間見直し） 

 実施内容  

 １．地域包括支援センターの機能強化 

 地域包括支援センター連絡会の開催（５月、９月、１２月開催） 

連絡会では、毎回テーマをもとに包括間の情報交換、研修を実施した。 

５月：ヤングケアラー支援について 

９月：各地域包括支援センターの相談対応について（情報交換） 

１２月：対応困難ケースの支援状況・方法について 

   （生活困窮者自立支援事業、重層的体制整備事業、高齢者虐待対応について） 

 地域包括支援センター訪問 

各地域包括支援センターを訪問し、個々の運営状況や地域課題について聞き取りを行った。 

 行政による支援 

各地域包括支援センターの調整および運営上の課題解決への支援を行った。 

２．地域ケア会議の推進 

 地域ケア個別会議や圏域地域ケア会議を開催した。 

 

 

   

 自己評価結果【 △ 】  

 １．地域包括支援センターの機能強化 

 委託した地域包括支援センターについては、各所で円滑に事業実施。 

 事業内容、各専門領域のスキルについては各地域包括支援センターへの支援が必要。 

２．地域ケア会議の推進 

 地域ケア個別会議や圏域地域ケア会議を円滑に実施することができた。 

 個別ケア会議、圏域ケア会議であがっている課題について、十分な議論が展開できず、地

域ケア推進会議に結び付けることができなかった。 

 

   

 課題と対応策  

 【課題】 

 地域包括支援センターの業務で、総合相談業務が大半を占めている。複合的な課題を抱え

た世帯への支援が必要な状況が増え、職員の業務負担が大きくなっている。センター職員

の専門性を高めるとともに、多職種、多機関連携の仕組みを整えていく必要がある。 

【対応策】 

 センター職員の専門性を高め、多職種、多機関連携を図るために、今後も連絡会を継続し、

資質向上に必要な研修の開催や関係機関との意見交換の場などを設ける。 

 地域ケア個別会議や圏域地域ケア会議などで出された地域課題を整理し、必要に応じて政

策形成に向けた検討を行っていく。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

タイトル： 

  
基本施策３ 高齢者が安心して暮らすための生活支援 

２ 日常生活を支援する体制の整備（Ｐ63） 

 

  
 

 現状と課題  

 【現状】 

 単身又は高齢者のみの世帯の増加に伴い、見守り・安否確認、外出支援、家事支援等の必

要性が増している。 

 地域の実情に応じて、多様な主体が生活支援・介護予防サービスを提供していく体制の整

備が求められている。 

【課題】 

 生活支援コーディネーターを中心に、多様な主体が協働し、地域のニーズや資源の把握、

関係者のネットワーク化、担い手の養成、資源の創出等が必要である。 

 

   

 第９期における具体的な取組  

 ① 民生委員・児童委員の活動：担当地区の高齢者世帯等の定期訪問や声かけ活動を通じて、

本人に寄り添った相談支援活動を行う。 

② 要配慮者等安全確保体制の整備：避難支援が必要な人の情報把握・共有のため、避難行動

要支援者名簿を作成・更新を行い、災害時において安全を確保するための対策を推進する。 

③ 個別避難計画の作成：避難行動要支援者一人ひとりの状況に合わせて、避難方法や必要な

支援等を記載した個別避難計画の作成を進める。 

 

   

 目標（事業内容、指標等）  

  避難行動要支援者名簿の作成、更新 

 要支援対象者全員の個別避難計画作成を目指す 

（R7.1 月末時点 要介護３以上の在宅高齢者数 306 名） 

 

   

 目標の評価方法  

 ●時点 

☑中間見直しあり 

□実績評価のみ 

●評価の方法 

 

  活動の日数や対象者数 

 個別避難計画作成件数 
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取組と目標に対する自己評価シート 

年度： 
  
令和 6年度（2024 年度）  
  

 
前期・後期（中間見直し） 

 実施内容  

  訪問や声かけ等日数：15,596 日（民生委員：174 人） 

 高齢者電話訪問サービス：60 人 

（対象者：おおむね 65 歳以上の独居または、独居に準ずる民生委員が認めた高齢者） 

 家族介護支援事業：通所介護事業所 2 か所で実施 

 避難行動要支援者対象者：2,887 件（未同意者含む） 

※R6 年度台帳より 

民生委員配布：希望をする民生委員へ随時配布  

自主防災組織配布：希望をする自主防災組織へ随時配布 

 個別避難計画作成：42 件（R7.2 月末時点）、広報ますだ 2 月号 

 生活支援体制整備事業：防災のための地域づくりとして防災支援研修開催 

 

 

   

 自己評価結果【 ○ 】  

  避難行動要支援者の把握や個別避難計画の作成等により、災害時の安全確保のための対策を

進めることができた。 

 防災支援研修を開催し、住民等の防災意識の醸成につながった。 

 

 

   

 課題と対応策  

 【課題】 

 民生委員・児童委員の活動では、高齢者世帯の増加により、すべての地域を回ることが困難

となり負担が増している。民生委員の高齢化により担い手が減少している。 

 今後も、関係各課、関係機関等が協力し、要配慮者や避難行動要支援者一人ひとりの状況に

合わせた対策を検討していく必要がある。 

【対応策】 

 PR カード等による周知により民生委員児童委員の存在を知ってもらうことで担い手増加を

図る。 

 高齢者福祉課、障がい者福祉課、危機管理課等の関係各課、関係機関等と連携しながら個別

避難計画を順次作成していく。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

タイトル： 

  
基本施策３ 高齢者が安心して暮らすための生活支援 

３ 在宅医療・介護連携の推進（Ｐ64） 

 

  
 

 現状と課題  

  益田市の 65 歳以上の人口は 2020 年に最も多く、75 歳以上の人口は 2030 年まで増加が続

く見込みとなっており、国の予測よりも早い段階でピークを迎えると予測されている。 

 要介護（要支援）認定者の内訳推移をみると、第 7 期と比べて要支援認定者が増加傾向と

なっており、第 8 期計画値と比べると要支援１、要支援２、及び要介護 4 では計画値を実

績値が上回る傾向がみられる。 

【課題】 

 入退院を繰り返す肺炎や心疾患・骨折等の疾患について、自宅に帰っても再発することな

く在宅生活が継続できるよう多職種が連携し適切な退院調整、情報共有に取り組むこと。 

 日頃のケアや自身の疾患管理について家族や親しい人、支援者と繰り返し話し合い共有す

る ACP（人生会議）の普及・啓発。 

 

   

 第９期における具体的な取組  

 ① 再入院・再発を防ぐための情報共有の仕組みづくり 

② 疾患管理の視点を含んだ ACP（人生会議）の取組について検討、実施していく。 

③ 取組状況の評価 

 

   

 目標（事業内容、指標等）  

 ｱ)地域の医療・介護資源の把握（多職種連携のためのちえぶくろ作成と更新） 

ｲ)在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討（在宅医療・介護連携推進協議会／年 2 回

の開催、益田市地域ケア個別会議内で確認された地域課題の検討） 

ｳ)切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の推進（多職種研修会の開催に向けた協議、益

田保健所との連携、年末年始におけるＡＣＰの周知啓発） 

ｴ)在宅医療・介護関係者の情報共有支援（福祉・医療ネットワークを開催） 

ｵ)在宅医療・介護関係者に関する相談支援（在宅医療・介護連携支援センターの稼働状況の把

握と充実に向けた検討） 

ｶ)医療・介護関係者の研修（多職種研修会／年２回の開催） 

ｷ)地域住民への普及啓発（出前講座の実施／年 10 回程度） 

 

   

 目標の評価方法  

 ●時点 

☑中間見直しあり 

□実績評価のみ 

●評価の方法 

 

  在宅医療・介護連携推進協議会で具体的な評価方法について検討を行う。  
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取組と目標に対する自己評価シート 

年度： 
  
令和 6年度（2024 年度）  
  

 
前期・後期（中間見直し） 

 実施内容  

 ｱ)地域の医療・介護資源の把握：多職種連携のためのちえぶくろ更新 

ｲ)在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討：2024 年７月、2025 年 2 月開催 

ｳ)切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の推進： 

・在宅医療・介護連携のためのコア会議の開催：計 6 回開催 

・多職種研修会「再入院・再発を防ぐために（大腿骨骨折編）～骨折リエゾンサービスチーム

の活動を通じて～」開催に向けた協議 

・年末年始における ACP 普及キャンペーンの実施（チラシ・ウェットティッシュの配布） 

・益田管内 ACP 意見交換会に出席 

ｴ)在宅医療・介護関係者の情報共有支援：奇数月で 3 回 福祉・医療ネットワークを開催 

ｵ)在宅医療・介護関係者に関する相談支援：相談件数 2024 年 9 月末時点で 10 件 

ｶ)医療・介護関係者の研修：多職種研修会の企画 

ｷ)地域住民への普及啓発：あんきな座談会 5 回開催 

 

   

 自己評価結果【 〇 】  

  医療レセプトより明らかになった入退院を繰り返す疾患「骨折」について、医療・介護連

携関係者双方で疾患理解と連携の在り方（医療側から介護側へ協力してほしい点、共有ツ

ールとして骨粗しょう症手帳を活用）、高齢者本人・家族が取り組める事等について意見交

換をおこなうことができた。 

 益田圏域共通の ACP ツール「思いをつなげるシート」を検討することができた。 

 

   

 課題と対応策  

 【課題】 

 ACP（人生会議）について、地域住民から必要性を訴える声もある一方で、まだまだ戸惑

いの声が多く、普及啓発が進んでいない。 

（近年、身寄りのない人への支援として ACP の取組が行われている自治体もある） 

 多職種間における情報共有の方法やタイミングについて、課題に感じる点が多い。 

【対応策】 

 ACP の 3 つの場面（健康な時、病気になった時、終末期）に応じて、引き続き人生会議の

普及啓発を行う。(出前講座や庁内他課や他事業と連動した啓発、11 月の普及月間だけで

なく年末年始やお盆に窓口キャンペーンをおこなう) 

 情報共有の仕組みづくりについて、「いつ」「誰と」「どんな」情報を共有する必要があるの

か、多職種研修会において集約した意見をもとに協議会やコア会議で課題を整理し、課題

解決に向けた具体的な取組を検討していく。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

タイトル： 

  
基本施策３ 高齢者が安心して暮らすための生活支援 

４ 認知症施策の推進（Ｐ66） 

 

  
 

 現状と課題  

 【現状】 

 高齢化の進展に伴い認知症高齢者の数も増加することが見込まれている。令和６年１月に

施行された認知症基本法を遵守し、認知症の人の意思が尊重され、住み慣れた地域で自分

らしく暮らし続けることができる取り組みが必要である。 

【課題】 

 高齢者が行方不明となる事案が増加しており、対応に苦慮している状況がみられる。認知

症高齢者の安全の確保、家族等の身体的・精神的負担の軽減を図ることが必要。 

 認知症緊急対応訪問サービス、認知症高齢者家族やすらぎ支援サービスは近年利用実績が

ないため、見直しが必要。 

 認知症サポーターの自主的な活動がない。 

 認知症の本人が地域で活躍できる場、本人同士や家族同士が話せる場がない。 

 

   

 第９期における具体的な取組  

 ① 認知症緊急対応訪問サービス、認知症高齢者家族やすらぎ支援サービスの見直しを行う。 

② 認知症サポーターの養成を引き続き行い、サポーターが活動できる体制を整備する。 

③ キャラバンメイト交流会の実施を継続する。 

④ 認知症カフェの運営を支援する。 

⑤ 認知症の本人が地域で活躍できる場、本人同士や家族同士が話せる場の創出を検討する。 

⑥ GPS 機器購入費等助成による見守り支援の実施。 

⑦ 補聴器購入費助成により、認知機能低下の予防を図る。 

 

   

 目標（事業内容、指標等）  

  認知症に関する相談窓口を知っている人の割合 50％ 

 認知症サポーター養成人数 5,000 人 

 

   

 目標の評価方法  

 ●時点 

☑中間見直しあり 

□実績評価のみ 

●評価の方法 

 

  介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（令和 7 年度実施分）の調査結果の確認 

 認知症サポーター養成講座の受講人数 

 上記の取組状況の確認を権利擁護推進会議で実施 
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取組と目標に対する自己評価シート 

年度： 
  
令和 6年度（2024 年度）  
  

 
前期・後期（中間見直し） 

 実施内容  

  認知症サポーター養成講座の開催（サポーター数 4,418 人） 

 認知症キャラバンメイト交流会（R6.10 月、R7.2 月に実施） 

 認知症カフェ交流会の実施（R6.10 月、R7.2 月に実施） 

 認知症相談会「おしゃべりカフェ」を毎月 1 回開催し、認知症高齢者を介護している家族

同士の交流や物忘れが心配な高齢者本人の相談の場を設けた。 

 認知症カフェへの運営事業補助金の交付（申請：5 か所） 

 GPS 機器購入費等助成事業の実施（申請なし） 

 補聴器購入費助成事業の実施（申請：73 件）購入から半年経過後にアンケートを実施し、 

購入後の生活状況を確認している。 

 権利擁護推進会議の開催（R6.7 月、R7.2 月に実施） 

 

   

 自己評価結果【 〇 】  

  認知症相談会「おしゃべりカフェ」の開催により、認知症高齢者の介護者同士の交流の機

会を設けることができたが、本人同士の交流の場には至っていない。 

 補聴器購入後のアンケートの未返信者へ、認知症地域支援推進員が聞き取りを行うため、

購入者全員のその後の状況が確認できている。 

 認知症サポーターや認知症本人が活動できる場の検討ができなかった。 

 GPS 機器購入費等助成の申請がなかった。 

 

   

 課題と対応策 
 

 
【課題】 

 認知症サポーターや認知症本人が活動できる場の検討が必要。 

 GPS機器購入費等助成の申請がないため、必要な方が申請に繋がっていない可能性がある。 

【対応策】 

 認知症相談会「おしゃべりカフェ」を活用して、認知症サポーターや認知症本人が活動で

きる場を検討する。 

 認知症サポーター養成講座開催時に、活動の意思があるサポーターを把握し、リスト化し

ておく。 

 GPS 機器購入費等助については、引き続き警察署等と協力して周知していく。 
   

 

 

 

 

 

 



高齢者の権利擁護の推進 

30 

取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

タイトル： 

  
基本施策３ 高齢者が安心して暮らすための生活支援 

５ 高齢者の権利擁護の推進（Ｐ68） 

 

  
 

 現状と課題  

 【現状】 

 高齢者世帯や認知症高齢者の増加に伴い、金銭管理等の支援が必要な方が増加している。 

 成年後見制度の利用者が増え、成年後見人の不足が懸念される。利用にあたっては四親等

内の親族がいる場合であっても絶縁状態、親族自身も高齢、疎遠であること等から拒否さ

れることが多く、市長申立に至ることが大半である。 

 高齢者虐待の通報・相談件数や虐待認定件数が増加している。家庭内に複合的な問題を抱

え、高齢者虐待として表面化する世帯が多く見受けられる。 

【課題】 

 申立支援として携われる関係機関が少ない。 

 市民後見人養成講座の実施で登録者は増えているが、市民後見人の受任に至っていない。 

 高齢者虐待の早期解消に向けた取組 

 

   

 第９期における具体的な取組  

 ① 成年後見制度が適切に利用できるよう、担い手のさらなる育成や中核機関を通じた地域連

携ネットワークを構築する。 

② 高齢者虐待対応コア会議について、対応困難なケースについては専門職チームに助言を得

ながら実施する。 

③ 関係機関と役割分担を行いながら、高齢者虐待の解消および養護者支援を行う。 

④ 高齢者虐待防止・対応についての研修会の開催 

 

   

 目標（事業内容、指標等）  

  権利擁護推進会議の開催 

・認知症に関する取組について 

・高齢者虐待防止に関する取組について 

・消費者被害「地域見守りネットワーク」について 

 

 

   

 目標の評価方法  

 ●時点 

☑中間見直しあり 

□実績評価のみ 

●評価の方法 

 

  権利擁護推進会議で具体的な評価方法について検討を行う。  
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取組と目標に対する自己評価シート 

年度： 
  
令和 6年度（2024 年度）  
  

 
前期・後期（中間見直し） 

 実施内容  

  成年後見制度 市長申立：6 件、申立支援：0 件 

 高齢者虐待相談受付件数：10 件、認定件数：２件 

 専門職チーム派遣回数：3 回 

 養介護従事者向け高齢者虐待防止に関する意見交換会の開催 

・通報制度について 講師：羽柴法律事務所 羽柴貴宏弁護士 

・実態調査、高齢者虐待対応の状況について報告 

 

   

 自己評価結果【 △ 】  

  成年後見制度の利用に関し、関係機関と連携をとりながら手続きを進めることができたが、

タイムリーな対応ができなかった。 

 高齢者虐待コア会議を開催し、必要に応じ専門職チームの助言をもらいながら、対応する

ことができた。 

 養介護従事者向け研修会を開催し、虐待通報に関しての研修に加え施設間の情報交換を行

うことができ参加者から好評であった。 

 

   

 課題と対応策 
 

 
【課題】 

 身寄りのない方の権利擁護について、成年後見制度以外の法的な位置づけがなく、支援の

限界がある。 

 高齢者虐待認定から終結まで長期化するケースが多い。 

 

【対応策】 

 高齢者の権利が守られるための体制の整備に向けた協議を重ねていく必要がある。 

 関係機関と役割分担を行いながら、高齢者虐待の解消および養護者支援を行う。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

タイトル： 

  
基本施策４ 介護サービスの提供体制を維持する体制づくり 

１ サービスの質の向上及び給付適正化に向けた取組（Ｐ70） 

 

  
 

 現状と課題  

 【現状】 

 令和５（2023）年度（９月末時点）の要介護認定者は 3,623 人。団塊の世代が 85 歳となる

令和 17（2035）年には約 4,000 人に増加の見込み。 

 介護給付適正化事業の主要 3 事業に「要介護認定の適正化」「ケアプラン等の点検」「医療

情報との突合・縦覧点検」が策定され、介護給付を必要とする受給者を適切に認定し、真

に必要とする過不足のないサービスを事業者が適切に提供するよう促すことが重要。 

 現在 1 名の介護相談員が介護サービス等利用者の相談に応じることで不安や不満の解消を

図るとともに、事業所におけるサービスの質的向上を目指すことを目的として実施してい

る。平成２２年度から現在まで、延べ６７事業所において実施。 

【課題】 

 介護給付を必要とする受給者を適切に認定するため調査方法を平準化すること。 

 ケアプラン等点検における専門職の関与と人員体制の確保。 

 介護相談員の増員。 

 

   

 第９期における具体的な取組  

 ① 要介護認定の適正化：認定調査内容の点検、認定調査員研修の開催及び e-ラーニングの周知 

② ケアプラン等点検：居宅介護支援事業所及び地域包括支援センターのケアプラン点検を実施 

住宅改修全申請分について事前事後の確認。必要に応じ現地調査を実施。 

③ 医療情報との突合：医療情報と介護給付実績の突合（県が国保連合会へ委託） 

縦 覧 点 検：サービス間・事業所間の給付の整合性を確認（県が国保連合会へ委託） 

④ 介護相談員相談活動：施設等を訪問し利用者等から聞き取ったサービスに関する不安や不満等 

を事業所や行政に伝え問題の改善やサービスの質の向上を図る。 

⑤ 運営指導の実施：市指定事業所の指導・監督 

 

   

 目標（事業内容、指標等）  

  現任認定調査員研修の開催（年 1 回、参加者数） 

 ケアプラン点検を全事業所で実施（令和 6 年度：8 事業所 令和 7 年度：10 事業所 令和

8 年度：6 事業所） 

 住宅改修に関する申請の際に、事前・事後点検を実施。 

 介護相談員相談活動の実施（4 事業所×９回／年（６月～翌年２月） 

 

   

 目標の評価方法  

 ●時点 

☑中間見直しあり   

□実績評価のみ 
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●評価の方法 

  現任認定調査員研修の参加人数。参加者アンケート等により理解度の把握。 

 業務分析データの確認。 

 ケアプラン点検実施件数。 

 住宅改修申請書の点検件数。 

 訪問活動回数、研修参加回数及び人数。 
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取組と目標に対する自己評価シート 

年度： 
  
令和 6年度（2024 年度）  
  

 
前期・後期（中間見直し） 

 実施内容  

  要介護認定の適正化：現任認定調査員研修  

令和 6 年 10 月 21 日から 11 月 20 日（オンライン研修実施） 参加者 71 名 

市内調査委託事業所 30 事業所 54 名（非専従）、市認定調査員 6 名（専従）及び広域市町

村圏事務組合職員、高齢者福祉課職員 11 名が受講。 

研修内容については、期間中は繰り返し視聴できるオンデマンド形式で行い、3 群の「短期

記憶」、4 群の調査の視点や特記事項の記載ポイントを盛り込み特記の重要性の理解に努

めた研修を実施。 

 ケアプラン点検 ：5 事業所 23 プランを市事務職員が点検実施。3 事業所 20 プランを委

託事業所がオンラインで実施。（市同席）介護支援専門員の資格を持った指導者による専門

的なケアプラン点検ができた。 

 住宅改修の点検 ：事前・事後点検 229 件（令和 7 年２月末） 

 医療情報との突合：島根県国保連合会へ委託 

 縦 覧 点 検：島根県国保連合会へ委託 

 介護相談員活動：介護相談員１名が２事業所を各 9 回訪問（６月～２月に月１回）。 

県主催介護相談員研修会が今年度から廃止。権利擁護等の冊子の配布。 

連絡会は介護相談員と事務局の情報共有を 4 回、訪問事業所を含めた三者会議を 1 回実施。 

広報ますだ８月号で介護護相談員を募集。 

 運営指導の実施：33 事業所 

 

   

 自己評価結果【 ○ 】  

  要介護認定業務分析データを確認すると、認定の一次判定結果に影響の出やすい５項目の

うち３項目について、選択に偏りの傾向が見られるものの、その幅は小さいことがわかる。

選択項目の偏りは、すべて選択誤りというわけではないため、全調査員の認定調査が平準

化できるよう支援する。 

 ケアプラン点検については、市事務職員が 5 事業所 23 プランの点検を実施。記載漏れ等

はほとんどなく適正に作成されていた。3 事業所 20 プランについては、委託業者による

点検実施。介護支援専門員の資格を持った指導者による専門的なケアプラン点検ができた。 

 住宅改修の点検は、全申請書について事前・事後点検を実施。疑義がある場合は、介護支

援専門員や工事業者へ電話で確認した。 

 令和 6 年度は１名の相談員で訪問活動を実施。相談員と話すことで、利用者が明るい表情

になったり、相談員の報告により利用者との関わりを工夫する事業所が見受けられた。 

 広報ますだに介護相談員の募集したところ、4 名が決定した。令和７年度に養成研修を受

講し令和 8 年度からの活動を予定している。 
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 課題と対応策 
 

 
【課題】 

 認定調査について、引き続き調査員の資質向上及び調査方法を平準化していく必要があり、

調査項目の偏りの原因について確認が必要。 

 研修受講後のアンケート調査から特記事項の記載や判断理由など「今までの調査で不足し

ていた」と回答した割合が 64.5％から 82.9％と高くなっており、非専従の調査員は調査件

数が少ないほど、項目理解度が低くなっている。 

 認定調査における、聴覚障がい者への合理的配慮。 

 ケアプラン点検について、事務職だけではなく介護支援専門員などの専門職による点検体

制の構築が必要。 

 住宅改修や福祉用具の利用について、実際の利用状況や効果など確認ができない。 

 今年度は介護相談員 1 名での訪問活動となり負担が大きかった。相談員向けの研修も県の

現任研修が廃止となったため、受講することができなかった。 

【対応策】 

 認定調査研修の受講回数が増えるほど、理解度が高くなっており、適切かつ公平な要介護

認定の確保を図るため、認定調査員研修を継続する。 

 ケアプラン点検担当者の資質向上と専門職による点検体制を実施する。 

 住宅改修の点検について、利用者の実情に合った改修となるよう施工前・施工後の点検を

継続する。必要に応じて実際の利用状況の確認（現地確認）を行う。 

 連絡会において、相談員が抱く疑問や不安について、事務局と情報共有し、事業所の状況

等を協議することによって、介護相談員との連携強化を図る。 

 介護相談員を増員し、負担軽減を図る。 

 相談業務に必要な知識をつけるために、各機関が行う研修の参加を検討する。 
   

 

 

 



介護人材の確保及び介護事業の効率化に向けた取組 

36 

取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

タイトル： 

  
基本施策４ 介護サービスの提供体制を維持する体制づくり 

２ 介護人材の確保及び介護事業の効率化に向けた取組（Ｐ71） 

 

  
 

 現状と課題  

 【現状】 

 介護人材の不足が全国的な課題となっており、本市においてもその状況は深刻である。令

和 4 年度に実施した「益田市介護労働実態調査」では、従業員の過不足について、「大いに

不足」が 15.8％、「不足」が 35.5％、「やや不足」が 25.0％と全体の 76.3％の事業所が従業

員の不足を感じている。前回調査（平成 30 年度）の 65.6％から 10.7 ポイント上回ってい

る。 

【課題】 

 介護サービスが安定的・継続的に提供できる体制の維持。 

 

   

 第９期における具体的な取組  

 ① 多様な介護人材の確保対策の実施（介護お助け隊） 

② 介護の入門的研修の実施 

③ 離職防止に向けた取組の実施 

④ 介護職場の認知度向上に向けた取組の実施 

⑤ 介護分野の文書に係る負担軽減に向けた取組の実施 

⑥ 介護人材確保対策ネットワーク会議の開催 

⑦ 定住促進と連携した人材確保対策の取組 

 

   

 目標（事業内容、指標等）  

  介護お助け隊登録者数及びマッチング数 

年 度 Ｒ6（Ｒ7.2 月末） Ｒ7 Ｒ8 

目標（①登録者数、 

②マッチング件数） 

①登録者   30 人 

②マッチング 15 件 

①登録者   30 人 

②マッチング 15 件 

①登録者   30 人 

②マッチング 15 件 

実 績 
①登録者   16 人  

②マッチング  6 件 

①登録者   人 

②マッチング 件 

①登録者   人 

②マッチング 件 

達成率 ①53％  ②40％ ①  % ②  % ①  % ②  % 

 令和 7～8 年度 具体的な人材確保に向けた取組の検討 

 令和 8 年度    第１０期事業計画原案作成 

 

   

 目標の評価方法  

 ●時点 

☑中間見直しあり 

□実績評価のみ 

●評価の方法 

 

  介護お助け隊登録者数及びマッチング数が増加しているか。 

 介護労働実態調査における従業員の不足感の減少 
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取組と目標に対する自己評価シート 

年度： 
  
令和 6年度（2024 年度）  
  

 
前期・後期（中間見直し） 

 実施内容  

  4 月～ 広報ますだ「えっとまめな介護だより」で介護情報を掲載（10 回） 

    介護お助け隊事業周知、マッチング、3 者面談、就労後 1 か月ヒアリング実施 

 8 月  介護人材実態調査実施 

    第 1 回介護人材確保対策ネットワーク会議（8/6） 

介護の入門的研修（8/22～24）参加者 4 名 

 8 月～ 電子申請届出システム運用準備 

 2 月  第２回介護人材確保対策ネットワーク会議（2/12） 

 

   

 自己評価結果【 △ 】  

  介護お助け隊【令和 7 年 2 月末現在】 

・介護お助け隊登録者：16 人 マッチング件数：6 件 

・令和 3 年度からのマッチング総件数： 42 件 

 介護人材実態調査結果 

 大いに不足 不足 やや不足 合計 

令和 6 年度介護人材実態調査 5.1％ 29.5％ 28.2％ 62.8％ 

令和 4 年度介護労働実態調査 15.8％ 35.5％ 25.0％ 76.3％ 

 介護の入門的研修は学生の参加を期待して８月の開催としたが、学生の参加はなく参加者

も 4 名と年々減少。 

 介護人材確保対策ネットワーク会議では、教育機関、事業所、行政が参加し今年度はそれ

ぞれが行っている人材確保の取組を情報共有し、他機関と連携できそうな取組や行政が取

り組むべきことなどの意見交換を行った。 

 

 

   

 課題と対応策 
 

 
【課題】 

 介護お助け隊事業では、登録者の希望勤務時間帯と利用事業所の配置希望時間帯が合わず、

マッチングできないケースがある。 

 介護の入門的研修では、年々受講者が減少しており、受講理由も家族の介護のためと研修

後の就職には結びついていない。 

【対応策】 

 介護お助け隊登録書を持参される際に幅広く勤務時間を設定することを依頼する。介護お

助け隊の登録者数を増やし、多様な時間帯に対応できるようにする。 

 介護お助け隊の登録状況等を細かく周知し、利用事業所を増やす。 

 介護の入門的研修に参加しやすいように、開催時期や周知を工夫する。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

タイトル： 

  
基本施策４ 介護サービスの提供体制を維持する体制づくり 

３ 災害や感染症対策に係る体制の整備（Ｐ72） 

 

  
 

 現状と課題  

 【現状】 

 近年、豪雨や地震等の大規模災害や感染症の蔓延により、高齢者が犠牲となる事例が増え

ている。事業所においては、計画策定や訓練の実施など平時からの事前準備を行うことが

求められている。 

 令和 3 年度からＢＣＰ（業務継続計画）の策定、研修及び訓練の実施等が義務化（令和５

年度までは努力義務）されている。 

【課題】 

 研修及び訓練の内容をどのように設定すればよいかを悩んでいる事業所が多い。 

 策定したＢＣＰ（業務継続計画）の内容が実効性のあるものとなっているかが不安である

という事業所が多い。 

 

   

 第９期における具体的な取組  

 ① ＢＣＰ（業務継続計画）、災害・感染症に係る計画に基づく研修・訓練の支援 

② 災害や感染症等の発生時に係る支援体制の充実 

③ 専門職による指導体制の整備 

 

   

 目標（事業内容、指標等）  

  運営指導において、ＢＣＰ（業務継続計画）、災害・感染症に係る計画、避難確保計画（浸

水想定区域等内の要配慮者利用施設のみ）の内容等を確認する。 

 各事業所におけるＢＣＰ（業務継続計画）の内容に沿った研修及び訓練の実施方法、策定

したＢＣＰ（業務継続計画）を実効性のあるものにするための見直し方法など、ＢＣＰ（業

務継続計画）の運用に関する内容を中心とした研修を実施する。（年１回） 

 

   

 目標の評価方法  

 ●時点 

☑中間見直しあり 

□実績評価のみ 

●評価の方法 

 

  研修の実施状況 

 運営指導の実施状況 
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取組と目標に対する自己評価シート 

年度： 
  
令和 6年度（2024 年度）  
  

 
前期・後期（中間見直し） 

 実施内容  

  ７月～２月 運営指導におけるＢＣＰ（業務継続計画）等の内容等の確認 

 ７月～１１月 ＢＣＰスキルアップ研修（ＢＣＰ（業務継続計画）の運用に関する内容を 

中心とした研修）の実施に向けた関係者協議・打合せ 

 １１月 ＢＣＰスキルアップ研修の実施 

 

   

 自己評価結果【 ○ 】  

  運営指導において、ＢＣＰ（業務継続計画）、災害・感染症に係る計画、避難確保計画（浸

水想定区域等内の要配慮者利用施設のみ）の内容等を確認した。 

 ＢＣＰスキルアップ研修を実施した。実施後のアンケートでは、「課題を認識できた」「計

画の見直しを行いたい」等の回答が多くあった。 

 

   

 課題と対応策 
 

 
【課題】 

 ＢＣＰ（業務継続計画）に盛り込むべき項目が不足している事業所がある。 

 研修及び訓練の内容をどのように設定すればよいかを悩んでいる事業所が多い。 

 策定したＢＣＰ（業務継続計画）の内容が実効性のあるものとなっているかが不安である

という事業所が多い。 

【対応策】 

 評価し取組を継続する。 

   
 

 

 

 

 


